
●●●●●●●●●                 ●●●●●●●●●

広報 消防基金　平成26年1月 No.190 29

安全管理セミナー・健康セミナーを実施して

宮崎県宮崎市消防団

１　はじめに

　宮崎市は日向灘を望む宮崎県の中央に位置し、
黒潮洗う南北 38 キロメートルの海岸線北側には
美しい松の大樹海が広がり、南側には鬼の洗濯板
と呼ばれる波状岩に囲まれ、亜熱帯植物の繁茂す
る「青島」、風光明媚な国定公園「日南海岸」が
連なっております。
　宮崎のイメージと言えば「青い空と海」という
言葉に象徴されるように、本市は豊かな自然と温
暖な気候にめぐまれ、四季折々の花や緑に彩られ
た、正に南国情緒にあふれた都市です。
　また、本市の市政としましては、平成 10 年 4
月に「中核市」に移行し、平成 18年、22 年の周
辺 4町との合併を経て、現在では面積 644.61 平
方キロメートル、人口約 40 万人を数える県都と
なっており、産業、教育、文化、交通、その他あ
らゆる面にわたって発展を遂げています。

２　宮崎市消防団の概要

　宮崎市消防団は、平成 23 年 4月に連合消防団
から一団制消防団に移行し、平成 25 年 4月 1日
現在、17分団 152 部を置き、消防団員数 2,548 人

（条例定数 2,710 人）の組織体制となっています。
　消防用車両については、ポンプ自動車 40 台、
小型ポンプ積載消防自動車 97 台、水槽付き消防
ポンプ自動車 8台、可搬ポンプ積載車 1台を配備
して運用しています。
　本市においては、東海・東南海・南海地震に日
向灘地震が加わった、4連動地震の発生も危惧さ
れ、いつ発生してもおかしくない状況にあると言
われています。有事の際の消防団の組織力、即時
対応力、そして、地元消防団が持つ住民や危険地
域等に関する情報力は非常に重要であり、大規模
災害時には大きな力を発揮するものと考えており
ます。
　また、常に常備消防、非常備消防が両輪のごと
く一体となって活動しており、地域防災力の向上
に努めています。

３　安全管理セミナー、健康セミナー開催に至っ

た経緯

　本市消防団では訓練研修計画を策定し、年間を
通じてあらゆる訓練や研修を実施しており、公務
災害防止を目的とした研修も年 1回実施していま

市民や観光客が四季折々の花を楽しめるフローランテ宮崎
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す。これまで、部長を対象としたＳ−ＫＹＴ研修
を毎年開催した結果、公務災害発生件数が減少し、
平成 20年は 2件、平成 21年は 1件とかなりの効
果が認められました。
　しかし、その後は年平均 4件を超えてしまい、
その内容もちょっとした不注意や消防団員として
の体調管理不足が原因ともいえるものが散見され
る状況にありました。
　このようなことに鑑み、今一度原点に返り安全
管理の基本や消防団員としての健康管理について
の研修を実施することとしましたが、一方で消防
団活動の増加による負担も軽減すべきであること
から「安全管理セミナー」を 1.5 時間、「健康セ
ミナー」を 1.5 時間というスケジュールで同日開
催する運びとなりました。

４　安全管理セミナー、健康セミナーを実施して

　平成 25年 2月 3日（日）、これまでＳ−ＫＹＴ
研修を通じて本市消防団の公務災害防止に御協力
いただいていた消防基金の S-KYT指導員・岡田
講師に「安全管理セミナー」を、また、本市在住
で各般にわたる地域貢献実績もある日本赤十字社
宮崎県支部の森田講師に「健康セミナー」を御講
義いただきました。
　講義後のアンケートでは、ほとんどの消防団員
が「原点（基本）に帰った安全確認の必要性」「健
康管理＋リラクゼーションの重要性」を認識した

と記しており、講習内容を他の団員に周知するが、
もっと多くの団員に受講させたいとの声が多数聞
かれました。
　日曜日の早朝から昼までの研修ではありました
が、受講した消防団員の清々しい表情で帰る姿を
見て、間違いなく効果が得られるものと確信させ
られました
　今後ともＳ−ＫＹＴ研修を含め、継続して各種
研修を実施していきたいと思います。

５　おわりに

　消防団員は生業を持つ一方で、有事の際の昼夜
を問わない現場活動への従事や、仕事による心身
の疲れを静養すべき週末等の訓練参加など、一般
の市民にはない拘束を求められる環境にあるた
め、特に体調管理が必要になってきます。
　また、消防団員の高齢化が進む地域や、若年団
員の増加によって経験不足が懸念される地域など
様々な状況にありますが、志は皆同じで、地域を
守るという崇高な使命感を持ち続けています。
　「消防団員が健康で安全に活動すること」が「地
域が安心して暮らせる」ことに直結すると言って
も過言ではないと思いますので、今後とも、大き
な期待が寄せられる消防団員の健康管理の充実と
安全管理の徹底を行い、公務災害ゼロを目指して
まいりたいと考えています。


